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衆議院外務委員会ニュース

平成 23.7.29 第 177 回国会第 15号

7月 29 日（金）、第 15回の委員会が開かれました。

１ ①東南アジアにおける友好協力条約を改正する第三議定書の締結について承認を求めるの件（条約第 11号）

②1994 年の関税及び貿易に関する一般協定の譲許表第 38 表（日本国の譲許表）の修正及び訂正に関する 2009 年 6 月

15 日に作成された確認書の締結について承認を求めるの件（条約第 12号）

③理事会の改革に関する国際通貨基金協定の改正の受諾について承認を求めるの件（条約第 13号）

・松本外務大臣、伴野外務副大臣、櫻井財務副大臣、篠原農林水産副大臣、松下経済産業副大臣、山花外務大臣政務官及

び政府参考人に対し質疑を行い、質疑を終局しました。

・①について採決を行った結果、全会一致をもって承認すべきものと決しました。

（賛成－民主、自民、公明、共産、社民）

・②について採決を行った結果、全会一致をもって承認すべきものと決しました。

（賛成－民主、自民、公明、共産、社民）

・③について採決を行った結果、賛成多数をもって承認すべきものと決しました。

（賛成－民主、自民、公明、社民、反対－共産）

（質疑者及び主な質疑内容）

中 林 美恵子君（民主）

・東南アジアにおける友好協力条約（ＴＡＣ）が改正される

とＥＵのＴＡＣ加入が可能となるが、そのことによってＡ

ＳＥＡＮ地域に生ずる変化や、ＥＵのＴＡＣ加入に寄せる

我が国の期待について伺いたい。

・今回のＩＭＦ協定の改正によるＩＭＦ理事選出方法の変更

が国連安保理にも波及していく可能性があるのではないか。

・ＩＭＦの日本人職員が我が国のクォータ(出資割当額)に比

して少ないが、今後増加させる見通しと、優秀な人材を送

り出していくための工夫についてどのように考えているの

か。

小野寺 五 典君（自民）

・我が国が持つＩＭＦ任命理事の選出権を放棄する代わり

に、ＩＭＦを通じて最近の急激な円高を是正するなど、協

定改正交渉にあたり国益を重視した取組が必要だったので

はないか。

・我が国のＯＤＡ援助物資に東日本大震災被災地の農産品を

活用するという外務省の構想について、具体的な方針を早

急に明確にする必要があるのではないか。

・放射能で汚染された稲わらに起因する東日本大震災被災地

の肉牛出荷規制について、畜産農家が抱える深刻な問題に

対して政府が速やかに対応措置をとらなければならないの

ではないか。

河 野 太 郎君（自民）

・今回のＩＭＦ協定の改正により、我が国は任命理事の選出

権を放棄する代わりに、国益の観点からいかなる利益を得

たのか。

・ＩＭＦの日本人職員がクォータ(出資割当額)に比して少な

いことについて、いつまでに何人程度増加させるとの目標

を定め、具体策を講じる必要があるのではないか。

・2005年に閣議決定された原子力政策大綱に示されている高

レベル放射性廃棄物の最終処分地の選定に必要な工程にか

かる時間を考えると、政府が目指している2028年頃までに

最終処分地の選定を終えるのはほぼ実現不可能ではないの

か。

赤 松 正 雄君（公明）

・歴代のＩＭＦ専務理事が欧州出身者で占められてきたこと

について、我が国はどのような見解を持っているのか。

・ＩＭＦ職員をはじめ、海外で働く日本人が減少傾向にある

ことに関連し、平和構築人材育成事業や青年海外協力隊な

どを通じて増加を図る努力が必要ではないのか。

・松本外務大臣は東日本大震災後のＡＳＥＡＮ外相との２度

にわたる会合で、ＡＳＥＡＮに対するインフラ支援の継続

に言及しているが、アジア地域における従前の経済外交が

大きく変更される可能性は無いという認識でよいのか。

笠 井 亮君（共産）
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・今回のＩＭＦ協定の改正によっても米国によるＩＭＦ支配

は変わらないが、我が国はＩＭＦのガバナンス改革におい

ていかなる提案を行ってきたのか。

・ＩＭＦが融資を行う際に支援対象国に要求するコンディシ

ョナリティーは、対象国の主体性を重視し、実情に即した

必要最小限のものとすべきなのではないか。

・東京都立川基地の騒音問題を改善するため、防衛施設庁（当

時）と立川市との間の協定書・事前協議文書の内容が遵守

されるよう直ちに取り組むべきではないか。

服 部 良 一君（社民）

・ＡＳＥＡＮが地域内協力を強固にし、域外との関係を深め

ていく上で、グローバルな協力をより実効性のあるものに

するためにも地域レベルで互恵的な関係を構築していくこ

とが重要であるが、そこに我が国がどのように関わってい

くのか今後のアジア外交の展望について伺いたい。

・アジアでは再生可能エネルギーやスマートグリッド推進の

機運が高まっているが、我が国もエネルギー政策を転換し

て、アジアにおけるこれらの取組の先頭に立つべきではな

いか。

・日米地位協定の改定に係る３党合意（2008.３.27）の現在

の取扱状況はどのようになっているのか。


